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重要事項説明書（2026/6/1 改訂版） 

介護老人保健施設 太郎   

・入所 

・短期入所療養介護 

・介護予防短期療養介護 

 

当施設の介護サ－ビスをご利用いただくにあたり、あらかじめ次のことをご説明いた

します。よくご確認いただいた上で、別紙「同意書」に署名・ご捺印いただきますよう

お願いいたします。※別紙「入所・短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護 

太郎を利用するにあたってのお願い）」の内容についてもご確認ください。 

ご不明な点については、当施設相談室までお問い合わせください。 

 

1．事業者（法人）の概要 

事業者の名称 医療法人社団 充会 

主たる事業者の所在地 日野市多摩平 3-1-17 多摩平の森の病院 

法人種別 医療法人社団 充会 

代表者の氏名 理事長  吉岡 あき子 

電話番号 ０４２－８４３－１７７７ 

 

2．ご利用施設 

施設の名称 介護老人保健施設 太郎 

施設の所在地 東京都三鷹市下連雀４－２－８ 

都道府県知事許可番号 １３５７０８０９９７ 

管理者の氏名 施設長  遠藤 麻央 

電話番号 ０４２２－７６－６６３６ 

ファクシミリ番号 ０４２２－７６－６６３５ 

E-mail アドレス tarou@mitsurukai.com  

併設サービス 

短期入所療養介護（ショートステイ） 

介護予防短期入所療養介護（介護予防ショートステイ） 

通所リハビリテーション（デイケア） 

介護予防通所リハビリテーション 

訪問リハビリテーション 

居宅介護支援事業所（ケアマネジャー） 

地域包括支援センター（三鷹市三鷹駅周辺高齢者なんで

も相談センター） 

mailto:tarou@mitsurukai.com
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3．施設の目的と運営方針、理念、５つの基本的ケア 

施設の目的 介護老人保健施設 

運営方針 

施設サービス計画に基づき、居宅での生活を念頭に置いて、医学的管理、機

能回復訓練、入浴、排せつ、食事などの介護、相談援助、社会生活上の便宜

の供与、その他の療養上の世話、日常生活上の世話を行う。そのことによ

り、入所者がその有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことができ、

かつその療養生活の質が向上し、利用者の家族の身体的精神的負担が軽減

するよう運営する。 

入所者の意思および人格を尊重し、常に入所者の立場に立ってサービスを

提供するよう努める。 

地域や家庭との結び付きを重視した運営を行い、市区町村、居宅介護支援

事業者、居宅サービス事業者、他の介護保険施設、保健・医療・福祉サービ

スの提供者との密接な連携に努める。 

太郎の理念 

・なによりも利用者（クライアント）の皆様の尊厳を考えます。 

 認知症などで徘徊や、療養の妨げとなるような行為をしてしまう利用者

さんに対しても、「太郎」では利用者さんをベッドや車椅子に縛る、いわ

ゆる抑制（身体拘束）は一切行いません。 

・個別性を尊重したケアを実施します。 

 ご利用者ひとりひとりのからだとこころの状態やご希望、目標を十分に

把握し、その方の個性を尊重した、きめこまやかなケアを提供します。 

・よりよい療養生活をこころがけます。 

 安心した療養生活を送っていただけるよう、落ち着いた生活空間と人員

の配置を行います。また、利用者の皆様にきちんとした対応ができるよ

う、スタッフひとりひとりに心と技術のトレーニングを行います。 

・クオリティ・オブ・ライフ（QOL）を念頭においたケアを実施します。 

利用者の皆様やそのご家族ときちんと話しあい、一方的ではない信頼と

納得いただけるケアを提供し、利用者の皆様ひとりひとりに合ったクオ

リティ・オブ・ライフの向上を考えていきます。 

※クオリティ・オブ・ライフは、「生活の質」とも言い換えられます。 

５つの 

基本的ケア 

１．起きる     寝かせきり予防・覚醒刺激・人間らしさ 

２．食べる     脱水予防・経口摂取・生きること 

３．排泄      トイレ誘導と随時交換・尊厳を保つ 

４．清潔      皮膚の清潔・状態の観察・快適さ 

５．アクティビティ  良い刺激・その人らしさ 
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4．施設の設備の概要 

定員 ９０名（入所および短期入所） 

療養室 

1 人部屋  １４室 

2 人部屋  ３６室 

4 人部屋   １室 

浴室 一般浴槽・特殊浴槽 

食堂 ４か所 

談話室 ３か所 

機能訓練室 有り 

 

5．職員体制 

施設従業者の職種 合計人数 常勤 非常勤 

管理者（医師） 1 １  

医師（管理者を除く） 1  1 

看護職員 １6 11 5 

介護職員 35   30 5 

支援相談員 4 ３ 1 

理学療法士 ４ ３ １ 

作業療法士・言語聴覚士 2 1   1 

介護支援専門員 ４ 4  

管理栄養士 2 2  

事務職員 ４ ３ １ 

 

＊当施設では看護・介護スタッフは合計して３０人以上配置しています。 

＊当施設ではリハビリテ－ションスタッフを 1.8 人以上配置しています。 

＊当施設の給食は外部委託にしており管理栄養士により管理されています。 
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6．介護保険の給付対象となる介護サ－ビスの概要と利用料について 

介護保険の給付対象となる介護サ－ビス費は、「施設サ－ビス費／短期入所療養介護

サービス費（要介護状態区分により定められた費用）」と「個別サ－ビス費（1 回ごと

に定められた費用）」の合計額です。利用者の負担分は、国、市区町村によって定めら

れた割合や単価に基づいて算定しています。利用されるサービス内容、算定方法により

端数が異なってくる場合があります。 

施設利用料は、介護サービス費の自己負担分のほか、全額自己負担となる食事負担額、

居住費（滞在費）、居室料、必要経費等の合計額を支払いただきます。詳しくは、毎月

の請求書にてご確認ください。 

また、国の施策により、消費税に変更がある可能性がございますので、ご了承くださ

い。 

 

【施設入所 利用料金】                                 単価： 円 

基本型 

介護度 施設サービス費（1 日あたり） 

 
2・4 人部屋 個室 

1 割負担 2 割負担 3 割負担 1 割負担 2 割負担 3 割負担 

要介護１ 847 1694 2541 766 1532 2298 

要介護２ 901 1801 2701 815 1630 2445 

要介護３ 970 1940 2910 885 1769 2653 

要介護４ 1027 2053 3079 943 1886 2829 

要介護５ 1081 2162 3243 996 1991 2986 

 

強化型 

介護度 施設サービス費（1 日あたり） 

 
2・4 人部屋 個室 

1 割負担 2 割負担 3 割負担 1 割負担 2 割負担 3 割負担 

要介護１ 931 1861 2791 842 1683 2525 

要介護２ 1012 2023 3034 922 1844 2765 

要介護３ 1083 2166 3249 992 1983 2974 

要介護４ 1145 2290 3435 1052 2104 3156 

要介護５ 1202 2403 3605 1111 2222 3333 

※在宅復帰率の割合で、[基本型]と[強化型]が、変更になる場合があります。 
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加算内容 

負担額 

1 割 

2 割 

3 割 

単価：円 

初期加算（Ⅰ） 

急性期医療を担う医療機関の一般病棟への入院後 30

日以内に退院し、介護老人保健施設に入所した者につ

いて１日つき所定単位数を加算する。 

1 日あたり 

64 

128 

192 

初期加算（Ⅱ） 
入所した日から起算して 30 日以内の期間について加

算する。 

1 日あたり 

32 

64 

96 

在宅復帰・在宅療養 

支援機能加算（Ⅰ） 

・在宅復帰・在宅療養支援等指標が 40 以上であるこ

と。 

・地域に貢献する活動を行っていること。 

・介護保健施設サービスⅠの【基本型】を算定してい

ること。 

1 日あたり 

55 

109 

164 

在宅復帰・在宅療養 

支援機能加算（Ⅱ） 

・在宅復帰・在宅療養支援等指標が 70 以上であるこ

と。 

・地域に貢献する活動を行っていること。 

・介護保健施設サービスⅠの【在宅強化型】を算定し

ていること。 

1 日あたり 

55 

109 

164 

短期集中 

リハビリテーション 

実施加算（Ⅰ） 

入所者に対して、医師又は医師の指示を受けた理学療

法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が、その入所の

日から起算して 3 月以内の期間に集中的にリハビリ

テーションを行った場合であって、かつ原則として入

所時及び 1 月 1 回以上 ADL 等の評価を行うととも

に、その評価結果等の情報を厚生労働省に提出し、必

要に応じてリハビリテーション計画を見直している

こと。 

1 日あたり 

276 

551 

827  

 

短期集中 

リハビリテーション 

実施加算（Ⅱ） 

入所者に対して、医師等が、その入所の日から起算し

て 3 月以内の期間に集中的にリハビリテーションを

行っていること。 

1 日あたり 

214 

428 

641 
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認知症短期集中 

リハビリテーション 

実施加算（Ⅰ） 

（１）リハビリテーションを担当する理学療法士、作

業療法士又は言語聴覚士が適切に配置されている

こと。 

（２）リハビリテーションを行うに当たり、入所者が

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の数に対し

て適切なものであること。 

（３）入所者が退所後生活する居宅又は社会福祉施設

等を訪問し、当該訪問により把握した生活環境を踏

まえたリハビリテーション計画を作成しているこ

と。 

1 日あたり（週

３日を限度） 

257 

513 

769 

認知症短期集中 

リハビリテーション 

実施加算（Ⅱ） 

認知症短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅰ）の

（１）及び（２）に該当するものであること。 

1 日あたり（週

３日を限度） 

129 

257 

385 

栄養マネジメント 

強化加算 

・常勤の管理栄養士 1 名以上の配置していること。 

・低栄養状態のリスクが高い入所者に対し、医師、管

理栄養士、看護師等が共同して作成した、栄養計画

に従い、食事の観察（ミールラウンド）を週 3 回以

上行い、入所者ごとの栄養状態、嗜好等を踏まえた

食事の調整等を実施すること。 

・低栄養状態のリスクが低い入所者にも、食事の際に

変化を把握し、問題がある場合は、早期に対応する

こと。 

・入所者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出

し、継続的な栄養管理の実施に当たって、当該情報

その他継続的な栄養管理の適切かつ有効な実施の

ために必要な情報を活用していること。 

1 日あたり 

12 

24 

36  

退所時栄養情報連携

加算 

・厚生労働大臣が定める特別食※を必要とする入所者

又は低栄養状態にあると医師が判断した入所者。 

・管理栄養士が、退所先の医療機関等に対して、当該

者の栄養管理に関する情報を提供する。 

※疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事

箋に基づき提供された適切な栄養量及び内容を有

する腎臓病食、肝臓病食、糖尿病食、胃潰瘍食、貧

血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛風食、嚥下困難

者のための流動食、経管栄養のための濃厚流動食及

び特別な場合の検査食（単なる流動食及び軟食を除

く。） 

1 月につき 1 回

を限度として 

75 

150 

225 
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再入所時栄養 

連携加算 

厚生労働大臣が定める特別食※を必要とする者。 

※疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事箋

に基づき提供された適切な栄養量及び内容を有する

腎臓病食、肝臓病食、糖尿病食、胃潰瘍食、貧血食、

膵臓病食、脂質異常症食、痛風食、嚥下困難者のため

の流動食、経管栄養のための濃厚流動食及び特別な場

合の検査食（単なる流動食及び軟食を除く。） 

1 回あたり 

214 

428 

641 

経口移行加算 

医師の指示に基づき、医師、歯科医師、管理栄養士、

看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同し

て、現に経管により食事を摂取している入所者ごとに

経口による食事の摂取を進めるための経口移行計画

を作成している場合であって、当該計画に従い、医師

の指示を受けた管理栄養士又は栄養士による栄養管

理及び言語聴覚士又は看護職員による支援が行われ

た場合は、当該計画が作成された日から起算して180

日以内の期間に限り算定。 

1 日あたり 

30 

60 

90 

経口維持加算（Ⅰ） 

経口により食事を摂取する者であって、摂取機能障害

を有し、誤嚥が認められる入所者に対して、医師又は

歯科医師の指示に基づき、医師、歯科医師の指示に基

づき、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支

援専門員その他の職種の者が共同して、入所者の栄養

管理をするための食事の観察及び会議等を行い、入所

者ごとに、経口による継続的な食事の摂取を進めるた

めの経口維持計画を作成している場合であって、該当

計画に従い、医師又は歯科医師の指示（歯科医師が指

示を行う場合にあっては、当該指示を受ける管理栄養

士等が医師の指導を受けている場合に限る）を受けた

管理栄養士又は栄養士が、栄養管理を行った場合に算

定。 

※経口移行加算を算定している場合、または栄養マネ

ジメント加算を算定していない場合は、算定しな

い。 

1 月あたり 

428 

855 

1,282 
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経口維持加算（Ⅱ） 

協力歯科医療機関を定めている介護老人保健施設が、

経口維持加算（Ⅰ）を算定している場合であって、入

所者の経口による継続的な食事の摂取を支援するた

めの食事の観察及び会議等に、医師、歯科医師、歯科

衛生士又は言語聴覚士が加わった場合。 

・医師又は歯科医師の指示に基づき、継続して誤嚥防

止のため食事の摂取を進めるための特別な管理が

必要とされるものに対しては、引き続き算定可能。 

1 月あたり 

107 

214 

321 

口腔衛生管理 

加算（Ⅰ） 

・歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対

し、口腔ケアを月 2 回以上行うこと。 

・歯科衛生士が、当該入所者に係る口腔ケアについて、

介護職員に対し、具体的な技術的助言を及び指導を

行うこと。 

・歯科衛生士が、当該入所者の口腔に関する、介護職

員からの相談等に必要に応じ対応すること。 

1 月あたり 

97 

193 

289 

口腔衛生管理 

加算（Ⅱ） 

加算（Ⅰ）の要件に加え、口腔衛生等の管理に係る

計画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、口腔衛

生等の管理の実施に当たって、当該情報その他口腔

衛生等の管理の適切かつ有効な実施のために必要

な情報を活用していること。 

1 月あたり 

118 

235 

353 

療養食加算 

・疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事箋

に基づき提供された適切な栄養量及び内容を有す

る糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食、貧血

食、膵臓病食、脂質異常症食、痛風食及び特別な場

合の検査食を提供したとき。 

1 回あたり 

7 

13 

20 

外泊時費用 

入所者に対して居宅における外泊（入所者の親戚の家

における宿泊、子供又はその家族と旅行に行く場合の

宿泊等も含む）を認めた場合、1 月に 6 日を限度とし

て所定単位数に代えて算定。 

ただし、外泊の初日及び最終日は、算定できない。 

1 日あたり 

387 

774 

1,160 

（初日と最終日以

外） 

在宅サービスを 

利用したときの費用 

・外泊の初日及び最終日は算定できない。 

・外泊時費用を算定している際には、併算定できない。 

1 日あたり 

855 

1,709 

2,564 

緊急時治療管理 

入所者の病状が重篤になり、救命救急医療が必要とな

った場合に、緊急的な治療管理として、投薬・注射・

検査・処置等を行ったとき。 

※月に 1 回、連続する 3 日を限度として算定。 

1 回あたり 

554 

1,107 

1,660 
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特定治療 

医科診療報酬点数表第 1 章及び第 2 章において、高

齢者の医療の確保に関する法律第 57 条第 3 項に規

定する保険医療機関等が行った場合に点数が算定さ

れるリハビリテーション、処置、手術、麻酔又は放射

線治療（別に厚生労働大臣が定めるものを除く。）を行

った場合。 

※医科診療報酬

点数表に基づ

く点数 

所定疾患施設療養費 

（Ⅰ） 

肺炎、尿路感染症、帯状疱疹、蜂窩織炎、慢性心

不全のいずれかに該当する入所者に対し、投薬、

検査、注射、処置等を行った場合に算定。 

① 診断、診断を行った日、実施した投薬、検査、 

注射、処置等の内容等を診療録に記載しているこ

と。 

② 所定疾患施設療養費の算定開始年度の翌年度以

降において、当該施設の前年度における当該入所

者に対する投薬、検査、注射、処置等の実施状況

を公表していること。 

1 月１回あたり 

256 

511 

766 

連続する 7 日を

限度 

所定疾患施設療養費 

（Ⅱ） 

肺炎、尿路感染症、帯状疱疹、蜂窩織炎、慢性心

不全のいずれかに該当する入所者に対し、投薬、

検査、注射、処置等を行った場合に算定。 

① 診断及び診断に至った根拠、診断を行った日、実

施した投薬、検査、注射、処置等の内容等（近隣

の医療機関と連携し実施した検査等を含む。）を診

療録に記載していること。 

所定疾患施設療養費の算定開始年度の翌年度以降

において、当該施設の前年度における当該入所者

に対する投薬、検査、注射、処置等の実施状況を

公表していること。 

② 当該介護保健施設サービスを行う介護老人保健施

設の医師が感染症対策に関する研修を受講してい

ること。 

1 月１回あたり 

513 

1,026 

1,538 

連続する 

10 日を限度 

認知症ケア加算 

日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又は M 該当し、認知

症専門棟において認知症に対応した処遇を受けるこ

とが適当であると医師が認めた者に対してサービス

を行った場合。 

1 日あたり 

82 

163 

244 
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認知症専門ケア加算

（Ⅰ） 

・施設における入所者の総数のうち、日常生活に支障

を来すおそれのある症状若しくは行動が認められ

ることから介護を 必要とする認知症の者の占める

割合が 2 分の 1 以上であること。 

・認知症介護に係る専門的な研修を修了している者

を、対象者の数が 20 人未満である場合にあっては、

1 以上、当該対象者の数が 20 人以上である場合に

あっては 1 に当該対象者の数が 19 を超えて 10

又はその端数を増すごと 1 を加えて得た数以上配

置し、チームとして専門的な認知症ケアを実施して

いること。 

・当該施設の従業者に対して、認知症ケアに関する留

意事項の伝達又は技術的指導に係る会議を定期的

に実施していること。 

1 日あたり 

4 

7 

10 

認知症専門ケア加算

（Ⅱ） 

・認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了してい

る者を 1 名以上配置し、施設全体の認知症ケアの指

導等を 実施していること。 

・当該施設における介護職員、看護職員ごとの認知症

ケアに関する研修計画を作成し、当該計画に従い、

研修を実施又は実施を予定していること。 

※(1)と(Ⅱ)の併算定は不可。 

1 日あたり 

5 

9 

13 

若年性認知症入所者 

受入加算 

受け入れた若年性認知症入所者毎に個別の担当者を

定め、特性やニーズに応じたサービス提供を行った場

合。 

1 日あたり 

129 

257 

385 

認知症行動・心理症

状緊急対応加算 

医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、

在宅での生活が困難であり、緊急に入所することが適

当であると判断した者に対し、介護保健施設サービス

を行った場合、入所した日から起算して 7 日を限度と

して算定。 

1 日あたり 

214 

428 

641 
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リハビリテーション

マネジメント 

計画書情報加算

（Ⅰ） 

・入所者ごとのリハビリテーション実施計画の内容等

の情報を厚生労働省に提出し、リハビリテーション

の提供に当たって、当該情報をその他リハビリテー

ションの適切かつ有効な実施のために必要な情報

を活用していること。 

・口腔衛生管理加算（Ⅱ）及び栄養マネジメント強化

加算を算定していること。 

・入所者ごとに、医師、管理栄養士、理学療法士、作

業療法士、言語聴覚士。歯科衛生士、看護職員、介

護職員その他の職種の者が、リハビリテーション計

画の内容等の情報その他リハビリテーションの適

切かつ有効な実施のために必要な情報、入所者の口

腔の健康状態に関する情報及び入所者の栄養状態

にかんする情報を相互に共有すること。 

・共有した情報を踏まえ、必要に応じてリハビリテー

ション計画の見直しを行い、見直しの内容につい

て、関係職種間で共有していること。 

 

1 月あたり 

57 

114 

170 

リハビリテーション

マネジメント 

計画書情報加算

（Ⅱ） 

入所者ごとのリハビリテーション実施計画の内容等

の情報を厚生労働省に提出し、リハビリテーションの

提供に当たって、当該情報その他リハビリテーション

の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用し

ていること。 

1 月あたり 

36 

71 

106 



介護老人保健施設 太郎 

2026/6/1 改訂 

 

12 
 

褥瘡マネジメント 

加算（Ⅰ） 

イ 入所者又は利用者ごとに、施設入所時又は利用開

始時に褥瘡の有無を確認するとともに、褥瘡の発

生と関連のあるリスクについて、施設入所時又は

利用開始時に評価し、その後少なくとも 3 月に 1

回評価をすること。 

ロ イの確認及び評価の結果等の情報を厚生労働省

に提出し、褥瘡管理の実施に当たって、当該情報

その他褥瘡管理の適切かつ有効な実施のために

必要な情報を活用していること。 

ハ イの確認の結果、褥瘡が認められ、又はイの評価

の結果、褥瘡が発生するリスクがあるとされた入

所者又は利用者ごとに、医師、看護師、管理栄養

士、介護職員、介護支援専門員その他の職種の者

が共同して、褥瘡管理に関する褥瘡ケア計画を作

成していること。 

二 入所者又は利用者ごとの褥瘡ケア計画に従い褥

瘡管理を実施するとともに、その管理の内容や入

所者又は利用者の状態について定期的に記録し

ていること。 

ホ イの評価に基づき、少なくとも 3 月に１回、入所

者等ごとに褥瘡ケア計画を見直していること。 

1 月あたり 

4 

7 

10 

褥瘡マネジメント 

加算（Ⅱ） 

褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）の算定用件を満たしてい

る施設等において、施設入所時等の評価の結果、褥瘡

の認められた入所者について、当該褥瘡が治癒したこ

と、又は褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者

等について、褥瘡の発生のないこと。 

1 月あたり 

14 

28 

42 

排せつ支援加算

（Ⅰ） 

①排せつに介護を要する入所者等ごとに、要介護状態

の軽減の見込みについて、医師又は医師と連携した

看護師が施設入所時等に評価するとともに、少なく

とも 3 月に１回、評価を行い、その評価結果等を厚

生労働省に提出し、排せつ支援に当たって当該情報

等を活用していること。 

②①の評価の結果、適切な対応を行うことにより、要

介護状態の軽減が見込まれる者について、医師、看

護師、介護支援専門員等が共同して、排せつに介護

を要する原因を分析し、それに基づいた支援計画を

作成し、支援を継続して実施していること。 

③①の評価に基づき、少なくとも 3 月に１回、入所者

等ごとに支援計画を見直していること。 

1 月あたり 

11 

22 

32 
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排せつ支援加算

（Ⅱ） 

排せつ支援加算（Ⅰ）の算定用件を満たしている施

設等において、適切な対応を行うことにより、要介

護状態の軽減が見込まれる者について、 

・施設入所時等と比較して、排尿・排便の状態の少な

くとも一方が改善するとともに、いずれにも悪化が

ない。 

・又はおむつ使用ありから使用なしに改善しているこ 

と。 

・又は施設入所時・利用開始時に尿道カテーテルが留

置されていた者について、尿道カテーテルが抜去さ

れたこと。 

1 月あたり 

16 

32 

48 

排せつ支援加算

（Ⅲ） 

排せつ支援加算（Ⅰ）の算定用件を満たしている施設

等において、適切な対応を行うことにより、要介護状

態の軽減が見込まれる者について、 

・施設入所時等と比較して、排尿・排便の状態の少な

くとも一方が改善するとともに、いずれにも悪化が

ない。 

・又は施設入所時・利用開始時に尿道カテーテルが留

置されていた者について、尿道カテーテルが抜去さ

れたこと。 

・かつ、おむつ使用ありから使用なしに改善している

こと。 

1 月あたり 

22 

43 

64 
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認知症チームケア推

進加算Ⅰ 

（１）事業所又は施設における利用者又は入所者の

総数のうち、周囲の者による日常生活に対す

る注意を必要とする認知症の者の占める割合

が 2 分の 1 以上であること。 

（２）認知症の行動・心理症状の予防及び出現時の早

期対応(以下「予防等」という。)に資する認知

症介護の指導に係る専門的な研修を修了して

いる者 又は認知症介護に係る専門的な研修

及び認知症の行動・心理症状の予防 等に資す

るケアプログラムを含んだ研修を修了した者

を 1 名以上配置し、かつ、複数人の介護職員

から成る認知症の行動・心理症状に対応する

チームを組んでいること。 

（３）対象者に対し、個別に認知症の行動・心理症状

の評価を計画的に行い、その評価に基づく値

を測定し、認知症の行動・心理症状の予防等に

資するチー ムケアを実施していること。 

（４）認知症の行動・心理症状の予防等に資する認知

症ケアについて、カンファレン スの開催、計

画の作成、認知症の行動・心理症状の有無及び

程度について の定期的な評価、ケアの振り返

り、計画の見直し等を行っていること。 

１月あたり 

161 

321 

481 

認知症チームケア推

進加算Ⅱ 

・(1)の(1)、(3)及び(4) に掲げる基準に適合すること 

・認知症の行動・心理症状の予防等に資する認知症介

護に係る専門的な研修を修了している者を 1 名以

上配置し、かつ、複数人の介護職員から成る認知症

の行動・心理症状に対応するチームを組んでいるこ

と。 

１月あたり 

129 

257 

385 
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自立支援促進加算 

①医師が入所者ごとに、自立支援のために特に必要な

医学的評価を入所時に行うとともに、少なくとも３

月に 1 回、医学的評価の見直しを行い、自立支援に

係る支援計画等の策定等に参加していること。 

②①の医学的評価の結果、特に自立支援のための対応

が必要であるとされた者毎に、医師、看護師、介護職

員、介護支援専門員、その他の職種の者が共同して自

立支援に係る支援計画を策定し、支援計画に従ったケ

アを実施していること。 

③①の医学的評価に基づき、少なくとも 3 月に 1 回、

入所者ごとに支援計画を見直していること。 

④①の医学的評価の結果等を厚生労働省に提出し、当

該情報その他自立支援促進の適切かつ有効な実施の

ために必要な情報を活用していること。 

1 月あたり 

321 

641 

962 

科学的介護推進体制

加算（Ⅰ） 

入所者・利用者ごとの、AＤＬ値、栄養状態、口腔機

能、認知症の状況その他の入所者の心身の状況等に係

る基本的な情報を、少なくとも 3 月に 1 回厚生労働

省に提出していること。 

1 月あたり 

43 

86 

129 

科学的介護推進体制

加算（Ⅱ） 

上記に加えて疾病の状況や服薬情報等の情報や必要

に応じてサービス計画を見直すなど、サービスの提供

に当たって、上記の情報その他サービスを適切かつ有

効に提供するために必要な情報を活用していること。

少なくとも 3 月に 1 回厚生労働省に提出しているこ

と。 

1 月あたり 

64 

128 

192 

ターミナルケア加算 

下記のいずれにも該当してい

ること。 

・医師が一般的に認められて

いる医学的知見に基づき回

復の見込みがないと診断し

た者であること。 

・入所者又はその家族等の同

意を得て、当該入所者のタ

ーミナルケアに係る計画が

作成されていること。 

・医師、看護師、介護職員等

が共同して、入所者の状態

又は家族の求め等に応じ随

時、本人又はその家族への

説明を行い、同意を得てタ

死亡日以前 

31～45 日 

1 日あたり 

77 

154 

231 

死亡日以前 

4～30 日 

1 日あたり 

171 

342 

513 

死亡日前日 

及び前々日 

1 日あたり 

972 

1,944 

2,916 
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ーミナルケアが行われてい

ること。 

・「人生の最終段階における

医療・ケアの決定プロセス

に関するガイドライン」等

の内容に沿った取り組みを

行うこと。 

・施設サービス計画の作成に

あたり、本人の意思を尊重

した医療・ケアの方針決定

に対する支援に努めるこ

と。 

死亡日 

1 日あたり 

2,030 

4,059 

6,088 

入所前後訪問指導 

加算（Ⅰ） 

入所期間が 1 月を超えると見込まれる者の入所予定

日前 30 日以内又は入所後 7 日以内に当該者が退所

後生活する居宅を訪問し、以下を行った場合。 

・退所を目的とした施設サービス計画の策定及び診療

方針に決定を行った場合。 

※入所中 1 回を限度。 

※（Ⅰ）・（Ⅱ）いずれかを算定している場合は、もう

一方の加算は算定不可。 

1 回あたり 

481 

962 

1,442 

 

入所前後訪問指導 

加算（Ⅱ） 

入所期間が 1 月を超えると見込まれる者の入所予定

日前 30 日以内又は入所後 7 日以内に当該者が退所

後生活する居宅を訪問し、以下を行った場合。 

・退所を目的とした施設サービス計画の策定及び診療

方針の決定にあたり、生活機能の具体的な改善目標

を定めるとともに、退所後の生活に係る支援計画を

策定した場合。※入所中 1 回を限度。 

1 回あたり 

513 

1,026 

1,538 

試行的退所時指導 

加算 

退所が見込まれる入所期間が 1 月を超える入所者を

その居宅において試行的に退所させる場合において、

当該入所者の試行的な退所時に、当該入所者及びその

家族等に対して、退所後の療養上の指導を行った場合

に、入所中最初に試行的な退所を行った月から 3 月の

間に限り、入所者 1 人につき、1 月に 1 回を限度と

して算定する。 

1 回あたり 

428 

855 

1,282 
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退所時情報提供加算

（Ⅰ） 

【入所者が居宅へ退所した場合】 

居宅へ退所する入所者について、退所後の主治の医師

に対して入所者を紹介する場合、入所者の同意を得

て、当該入所者の診療情報、心身の状況、生活歴等を

示す情報を提供した場合に、入所者 1 人につき 1 回

に限り算定する。 

1 回あたり 

534 

1,068 

1,602 

退所時情報提供加算

（Ⅱ） 

【入所者が医療機関へ退所した場合】 

医療機関へ退所する入所者等について、退所後の医療

機関に対して入所者等の同意を得て、当該入所者等の

心身の状況、生活歴等を示す情報を提供した場合に、

入所者等 1 人につき 1 回に限り算定する。 

1 回あたり 

267 

534 

801 

 

入退所前連携加算 

（Ⅰ） 

① 入所予定日前 30 日以内又は入所後 30 日以 

内に、入所者が退所後に利用を希望する居宅介護支援

事業者と連携し、入所者の同意を得て、退所後の居宅

サービス等の利用方針を定めること。 

② 入所者の入所期間が 1 月を超え、入所者が退所し 

、居宅サービス等を利用する場合、入所者の退所に先

立って入所者が利用を希望する居宅介護支援事業者

に対し、入所者の同意を得て、診療状況を示す文書を

添えて居宅サービス等に必要な情報を提供し、かつ、

当該居宅介護支援事業者と連携して退所後の居宅サ

ービス等の利用に関する調整を行うこと。 

入所者 1 人 

につき 1 回を 

限度 

641 

1,282 

1,923 

入退所前連携加算 

（Ⅱ） 
入退所前連携加算（Ⅰ）の②の用件を満たすこと。 

入所者 1 人 

につき 1 回を 

限度 

428 

855 

1,282 

訪問看護指示加算 

退所時に、介護老人保健施設の医師が、診療に基づき、

訪問看護／定期巡回・随時対応型訪問介護看護／看護

小規模多機能型居宅介護の利用が必要であると認め、

当該入所者の選定する訪問看護ステーション／定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業所／看護小規模多

機能型居宅介護事業所に対して、当該入所者の同意を

得て、訪問看護指示書（訪問看護サービス／看護サー

ビスに係る指示書）を交付した場合に、入所者 1 人に

つき 1 回を限度として算定する。 

1 回あたり 

321 

641 

962 
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協力医療機関連携 

加算 

① 相談・診療を行う体制を常時確保し、緊急時に入

院を受け入れる体制を確保している協力医療機関と

連携している場合。 

※令和７年３月３１日まで。 

1 月につき 

107 

214 

321 

上記内容 

※令和７年４月１日以降 

 

1 月につき 

54 

107 

161 

②上記以外の協力医療機関と連携している場合。 

 

1 月につき 

6 

11 

16 

かかりつけ医 

連携薬剤調整 

加算（Ⅰ）イ 

<入所前の主治医と連携して薬剤を評価・調整した場

合> 

①医師又は薬剤師が高齢者の薬物療法に関する 

研修を受講すること。 

②入所後 1 月以内に、状況に応じて入所者の処方の 

内容を変更する 可能性があることについて主治 

の医師に説明し、合意していること。 

③入所前に当該入所者に 6 種類以上の内服薬が処方 

されており、施設の医師と入所者の主治の医師が 

共同し、入所中に当該処方の内容を総合的に評価 

及び調整し、かつ、療養上必要な指導を行うこと。  

④入所中に当該入所者の処方の内容に変更があった 

場合は医師、薬剤師、看護師等の関係職種間で情報

共有を行い、変更後の入所者の状態等について、多

職種で確認を行うこと。 

⑤入所時と退所時の処方の内容に変更がある場合は

変更の経緯、変更後の入所者の状態等について、退

所時又は退所後 1 月以内に当該入所者の主治の医

師に情報提供を行い、その内容を診療録に記載し

ていること。 

1 回あたり 

150 

299 

449 
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かかりつけ医 

連携薬剤調整 

加算（Ⅰ）ロ 

<施設において薬剤を評価・調整した場合> 

・かかりつけ医連携薬剤調整加算(Ⅰ) イの要件① 

④、⑤に掲げる基準のいずれにも適合しているこ

と。  

・入所前に 6 種類以上の内服薬が処方されていた入

所者について、施設において、入所中に服用薬剤の

総合的な評価及び調整を行い、かつ、療養上必要な

指導を行うこと。 

1 回あたり 

75 

150 

225 

 

かかりつけ医 

連携薬剤調整 

加算（Ⅱ） 

<服薬情報を LIFE に提出> 

・かかりつけ医連携薬剤調整加算(Ⅰ) イヌは口を算 

定していること。当該入所者の服薬情報等の情報

を厚生労働省に提出し、処方に当たって、当該情報

その他薬物療法の適切かつ有効な実施のために必

要 な情報を活用していること。 

1 回あたり 

257 

513 

769 

かかりつけ医 

連携薬剤調整 

加算（Ⅲ） 

<退所時に、入所時と比べて 1 種類以上減薬> 

・かかりつけ医連携薬剤調整加算(Ⅱ)を算定してい 

ること。  

・退所時において処方されている内服薬の種類が、入 

所時に処方されていた内服薬の種類に比べて 1 種

類以上減少していること。 

1 回あたり 

107 

214 

321 

夜勤職員配置加算 
① 厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件

に関する基準を満たすものとして届け出た場合。 

1 日あたり 

26 

52 

77 

安全対策体制加算 

外部の研修を受けた担当者が配置され、施設内に安全

対策部門を設置し、組織的に安全対策を実施する体制

が整備されていること。入所時に 1 回を限度として算

定。 

1 回あたり 

22 

43 

64 

高齢者施設等感染対

策向上加算（Ⅰ） 

・感染症法第 6 条第 17 項に規定する第二種協定指 

定医療機関との 間で、新興感染症の発生時等の対

応を行う体制を確保していること 

・協力医療機関等との間で新興感染症以外の一般的

な感染症の発生 時等の対応を取り決めるととも

に、感染症の発生時等に協力医療機関 等と連携し

適切に対応していること。・診療報酬における感染

対策向上加算又は外来感染対策向上加算に 係る

届出を行った医療機関又は地域の医師会が定期的

に行う院内感 染対策に関する研修又は訓練に 1

年に 1 回以上参加していること。 

1 月につき 

11 

22 

32 
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高齢者施設等感染対

策向上加算（Ⅱ） 

診療報酬における感染対策向上加算に係る届出を行

った医療機関から、3 年に 1 回以上施設内で感染者が

発生した場合の感染制御等に係る実地指導を受けて

いること。 

1 月につき 

6 

11 

16 

新興感染症等施設療

養費 

入所者等が別に厚生労働大臣が定める感染症※に感

染した場合に相談対応、 診療、入院調整等を行う医療

機関を確保し、かつ、当該感染症に感染した入所者等

に対し、適切な感染対策を行った上で、該当する介護

サービスを行った場合に、1 月に 1 回、連続する 5 日

を限度として算定する。※現時点において指定されて

いる感染症はない。 

1 月に 1 回、連

続する 5 日を限

度として 

257 

513 

769 

生産性向上推進体制

加算（Ⅰ） 

・(Ⅱ)の要件を満たし、(Ⅱ)のデータにより業務改善の 

取組による成果(※1)が確認されていること。 

・見守り機器等のテクノロジー(※2)を複数導入して 

いること。 

・職員間の適切な役割分担(いわゆる介護助手の活用 

等)の取組等を行っていること。 

・1 年以内ごとに 1 回、業務改善の取組による効果を

示すデータの提供(オンラインによる提出)を行うこ

と。 

1 月につき 

107 

214 

321 

生産性向上推進体制

加算（Ⅱ） 

・利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職 

員の負担軽減に資する方策を検討するための委員

会の開催や必要な安全対策を講じた上で、生産性向

上ガイドラインに基づいた改善活動を継続的に行

っていること。 

・見守り機器等のテクノロジーを 1 つ以上導入して

いること。 

・1 年以内ごとに 1 回、業務改善の取組による効果を

示すデータの提供(オンラインによる提出)を行うこ

と。 

1 月につき 

11 

22 

32 

サービス提供体制 

強化加算（Ⅰ） 

①介護福祉士 80％以上 

②勤続 10 年以上介護福祉士 35％以上 

上記いずれかに該当に加え、サービスの質の向上に資

する取り組みを実施していること。 

1 日あたり 

24 

47 

71 

サービス提供体制 

強化加算（Ⅱ） 
①介護福祉士 60％以上 

1 日あたり 

20 

39 

58 
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サービス提供体制 

強化加算（Ⅲ） 

①介護福祉士 50％以上 

②常勤職員 75％以上 

③勤続 7 年以上 30％以上 

上記いずれかに該当すること。 

1 日あたり 

7 

13 

20 

介護職員等 

処遇改善加算（Ⅰ）

イ 

所定単位数の 9.0%を加算。 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合している

事業所になります。 

１月あたり 

所定単位数の 

9.0％を加算 

介護職員等 

処遇改善加算（Ⅰ）

ロ 

所定単位数の 9.7%を加算。 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合している

事業所になります。 

１月あたり 

所定単位数の 

9.7％を加算 

介護職員等 

処遇改善加算（Ⅱ）

イ 

所定単位数の 8.6%を加算。 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合している

事業所になります。 

１月あたり 

所定単位数の 

8.6％を加算 

介護職員等 

処遇改善加算（Ⅱ）

ロ 

所定単位数の 9.3%を加算。 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合している

事業所になります。 

 

１月あたり 

所定単位数の 

9.3％を加算 

介護職員等 

処遇改善加算（Ⅲ） 

所定単位数の 6.9%を加算。 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合している

事業所になります。 

 

１月あたり 

所定単位数の 

6.9％を加算 

介護職員等 

処遇改善加算（Ⅳ） 

所定単位数の 5.9%を加算。 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合している

事業所になります。 

 

１月あたり 

所定単位数の 

5.9％を加算 

※サービス利用内容によって加算の額がことなります。詳しくは利用料明細書をご覧ください。 

尚,LIFE 加算については（口腔衛生管理加算Ⅱ、リハビリテーションマネジメント計画情報加算

Ⅰ、Ⅱ、褥瘡マネジメント加算、排せつ支援加算、自立支援促進加算、科学的介護推進体制加算

Ⅰ、Ⅱ、かかりつけ医連携薬剤調整加算Ⅱ、Ⅲ、安全対策体制加算、）は計画の内容等を厚生労

働省に提出し、管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していくことからこの説

明にて同意したとさせていただきます。 

 

減算内容 減算額 

業務継続計画 

未策定減算 

以下の基準に適合していない場合。 

・感染症や非常災害の発生時において、利用者に対  

するサービスの提供を継続的に実施するため

の、及び非常時の体制で早期の業務再開を図る

ための計画(業務継続計画)を策定すること 

・当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずるこ

と。 

所定単位数の

3.0％を減算 

高齢者虐待防止措置未 虐待の発生又はその再発を防止するための以下の 所定単位数の 
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実施減算 措置が講じられていない場合・虐待の防止のため

の対策を検討する委員会(テレビ電話装置等の活

用可能)を定期的に開催するとともに、その結果に

ついて、従業者に周知徹底を図ること。虐待の防止

のための指針を整備すること。 

・従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的 

に実施すること。 

・上記措置を適切に実施するための担当者を置く 

こと。 

1.0%を減算 

夜勤を行う職員の 

勤務条件基準を 

満たさない場合 

夜勤を行う職員の勤務条件を満たさない場合。 

所定単位数の 97％を算定。 

1 日あたり 

所定単位数の

97％を算定 

定員超過の場合 
入所者が定員を超える場合。 

所定単位数の 70％を算定。 

1 日あたり 

所定単位数の

70％を算定 

 

身体拘束廃止 

未実施減算 

身体拘束等の適正化を図るため、以下の措置を

講じてなければならないこととする。 

・身体拘束等を行う場合には、その態様及び時

間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由を記録すること。 

・身体的拘束等の適正化のための対策を検討す

る委員会を 3 月に 1 回以上開催するととも

に、その結果について、介護職員その他の従業

者に周知徹底を図ること。 

・身体的拘束等の適正化のための指針を整備す

ること。 

・介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束

等の適正化のための研修を定期的に実施する

こと。 

1 日あたり 

所定単位数の

10％を減算 

医師、看護職員、介護

職員、理学療法士、作

業療法士、言語聴覚士

又は介護支援専門員の

員数が欠員の場合 

医師、介護・看護職員、理学療法士、作業療法士、

言語聴覚士又は介護支援専門員が指定基準を満た

さない場合。 

所定単位数の 70％を算定。 

1 日あたり 

所定単位数の

70％を算定 

安全管理体制 

未実施減算 

運営基準における事故の発生又は再発防止するた

めの措置が講じられていない場合。 

1 日あたり 

6 

11 

16 
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栄養管理の基準を満た

さない場合 

栄養管理の基準が満たさない場合。 

栄養マネジメント加算の要件を包括化することを

踏まえ、「入所者の栄養状態の維持及び改善を図

り、自立した日常生活を営むことができるよう、各

入所者の状態に応じた栄養管理を計画的に行わな

ければならない」こと。 

1 日あたり 

15 

30 

45 

   

※サービス利用内容によって減算の額がことなります。詳しくは利用料明細書をご覧ください。 

   

内容 
費用 

 

食事 

食事時間（基本的な提供時間） 

朝食  ７時 15 分～８時 

昼食  12 時～13 時 

夕食  18 時～19 時 

 

＊食べられないものやアレルギ－が 

ある方は事前にご相談ください。 

1 日あたり 2,350 円 

負担限度額（収入・貯蓄による） 

減免第１段階 300 円 

減免第２段階 390 円 

減免第３段階① 

 

減免第３段階② 

650 円（R8.7 まで） 

680 円（Ｒ8.8 月より） 

1,360 円（R8.7 まで） 

1,420 円（Ｒ8.8 月より） 

おやつ 

おやつ 提供時間：15 時 

＊食べられないものやアレルギ－が 

ある方は事前にご相談ください。 

1 日あたり 
220 円 

（ドリンクバー含む） 

居住費 

（滞在費） 

光熱水費にあたる居住費（滞在費）

をご負担いただきます。 

※収入状況により負担限度額があり

ます。詳しくはお問い合わせくださ

い。 

 

４人・２人部屋  710 円（1 日） 

個室・特別室  1,750 円（1 日） 

負担限度額 
２・４人部

屋 

個室・特別

室 

減免第 1 段階 ０円 550 円 

減免第 2 段階 430 円 550 円 

減免第 3 段階① 

 

減免第 3 段階② 

430 円 

（Ｒ8.７月まで） 

530 円 

（Ｒ8.8 月より） 

1,370 円 

（Ｒ8.７月まで） 

1,470 円 

（Ｒ8.8 月より） 

特別な居室 

（居室料） 

ご利用者のご希望により個室、2

人部屋（一部）をご利用される場

合には以下の料金をお支払いいた

だきます。 

２人部屋（一部） 3,850 円（1 日） 

個室       5,500 円（1 日） 

特別室      8,800 円（1 日） 

 ※消費税含む 

特別食 ご利用者が希望する食事のご用意 希望により実費負担 
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日用品 日用品 

日用品標準セット：353 円/日 

バスタオル、タオル、リンスインシャンプー、

ボディソープ、歯ブラシ、歯磨き粉、入れ歯洗

浄剤、入れ歯洗浄用カップ、綿棒、うがい用プ

ラスチックコップ、紙コップ 

 

日用品特別セット：397 円/日 

バスタオル、タオル、リンスインシャンプー、

ボディソープ、歯ブラシ、歯磨き粉、入れ歯洗

浄剤、入れ歯洗浄用カップ、ボディ用乳液、化

粧水、ハンドクリーム、綿棒、うがい用プラス

チックコップ、紙コップ 

 

【単品販売商品】 

リンスインシャンプー（14ml）３0 円／個 

ボディソープ（14ml）30 円／個 

歯ブラシ 208 円／本 

歯磨き粉 208 円／個 

入れ歯洗浄用カップ 208 円/個 

入れ歯洗浄剤（120 錠）837 円／箱 

ボディ用乳液（300ml）1,256 円／本 

電気使用料等 電気使用料等 
電気使用料         15 円/日 

テレビレンタル＋電気使用料 150 円/日 

WI-FI 施設内 Wi-Fi 使用料 40 円/日 

娯楽費・ 

レクリエーション 

材料費 

教養娯楽活動（絵画、折り紙、手

芸、書道、絵手紙、おやつ作り等）

の材料費 

1 回あたり 

料理クラブ 152 円 

習字クラブ・絵画クラブ・針子クラブ 101 円 

その他（脳トレプリント・全館行事・外出レク・ゲ

ーム・折り紙・手工芸・囲碁・将棋・オセロ） 50

円 

衣類 

クリーニング 

（洗濯）委託 

「（株）東京リネンサービス」によ

るクリーニング委託。 

別紙にてお申し込みください。 

1 日 260 円（税込） 

※参考：7,800 円（30 日） 

※ドライ品はご希望により別料金となります。 
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理容・美容 

月に２回、理美容師の出張による

理髪サ－ビスをご利用いただけま

す。 

利用料金とお申し込みは別紙をご

覧ください。 

＊詳細は別紙をご覧ください。 
・カットのみ       2,950 円 

・男性・女性カット    4,050 円 

・バリカンカット     2,400 円 

・バリカン短髪      1,850 円 

・パーマ・カラーリング 各 5,600 円 

・シャンプー、顔そり  各 1,200 円 

余暇支援サービス

１ 

余暇支援サービス

２ 

ご利用者と近隣に買い物のお手伝

いに同行をいたします。 

ご利用者と近隣に買い物のお手伝

いに同行をいたします。 

（車送迎込み） 

1 時間 3,000 円／30 分 1,650 円 

 

 

 

1 時間 5,500 円／30 分 2,750 円 

行事・写真代 
行事で撮った写真を販売いたしま

す。 

Ｌサイズ    60 円 

ＬＬサイズ   120 円 

文書作成料 

証明書・申請書（入所証明書等） 2,200 円（１部） 

他施設利用申込の際の情報提供書 3,300 円（1 部） 

一般的な診断書、意見書 

（ご家族からのご希望等） 
5,500 円（1 部） 

特殊な診断書、意見書（保険会社等） 11,000 円（1 部） 

死亡診断書 6,600 円（1 部） 

※その他、成年後見申立診断書等の詳細につきましては、ご確認ください。 
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【短期入所 利用料金】                 単価： 円 

基本型 

介護度 短期入所療養介護サービス費（1 日あたり） 

 
2・4 人部屋 個室 

1 割負担 2 割負担 3 割負担 1 割負担 2 割負担 3 割負担 

要介護１ 887 1773 2660 805 1609 2413 

要介護２ 940 1880 2820 856 1711 2567 

要介護３ 1009 2017 3025 923 1846 2769 

要介護４ 1065 2130 3195 981 1961 2942 

要介護５ 1124 2247 3371 1037 2074 3111 

 

強化型 

介護度 短期入所療養介護サービス費（1 日あたり） 

 
2・4 人部屋 個室 

1 割負担 2 割負担 3 割負担 1 割負担 2 割負担 3 割負担 

要介護１ 964 1927 2890 875 1750 2624 

要介護２ 1046 2091 3137 954 1908 2862 

要介護３ 1115 2230 3345 1024 2047 3070 

要介護４ 1177 2354 3531 1087 2173 3259 

要介護５ 1240 2480 3720 1147 2294 3441 

※在宅復帰率の割合で（基本型・強化型）変更になる場合があります。 

※利用期間は連続 30 日以内です。 

 

加算内容 

負担額 

1 割 

2 割 

3 割 

単価：円 

在宅復帰・在宅療養 

支援機能加算（Ⅰ） 

・在宅復帰・在宅療養支援等指標が 40 以上であ

ること。 

・地域に貢献する活動を行っていること。 

・介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅰ）の【基

本型】を算定していること。 

1 日あたり 

55 

109 

164 

在宅復帰・在宅療養 

支援機能加算（Ⅱ） 

・在宅復帰・在宅療養支援等指標が 70 以上であ

ること。 

・地域に貢献する活動を行っていること。 

・介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅰ）の【在

宅強化型】を算定していること。 

1 日あたり 

55 

109 

164 
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個別 

リハビリテーション 

実施加算 

指定短期入所療養介護事業所の医師、看護職員、理

学療法士、作業療法士、言語聴覚士等が共同して利

用者ごとに個別リハビリテーション計画を作成

し、当該個別リハビリテーション計画に基づき、医

師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法

士又は言語聴覚士が個別リハビリテーションを行

った場合。 

1 日あたり 

257 

513 

769 

療養食加算 

・疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事

箋に基づき提供された適切な栄養量及び内容を有

する糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食、貧

血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛風食及び特別な

場合の検査食を提供したとき。 

1 回あたり 

9 

17 

26 

緊急時治療管理 

入所者の病状が重篤になり救命救急医療が必要と

なる場合において緊急的な治療管理として、投薬、

検査、注射、処置等を行った場合。 

1 月に１回連続する

3 日を限度 554 

1107 

1660 

特定治療 

医科診療報酬点数表第 1 章及び第 2 章において、

高齢者の医療の確保に関する法律第 57 条第 3 項

に規定する保険医療機関等が行った場合に点数が

算定されるリハビリテーション、処置、手術、麻酔

又は放射線治療（別に厚生労働大臣が定めるもの

を除く。）を行った場合。 

※医科診療報酬点数

表に基づく点数 

認知症ケア加算 

日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又は M 該当し、認

知症専門棟において認知症に対応した処遇を受け

ることが適当であると医師が認めた者に対してサ

ービスを行った場合。 

1 日あたり 

82 

163 

244 
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認知症専門ケア加算

（Ⅰ） 

・施設における入所者の総数のうち、日常生活に支 

障を来すおそれのある症状若しくは行動が認め

られることから介護を 必要とする認知症の者

の占める割合が 2 分の 1 以上であること。 

・認知症介護に係る専門的な研修を修了している

者を、対象者の数が 20 人未満である場合にあ

っては、1 以上、当該対象者の数が 20 人以上で

ある場合にあっては 1 に当該対象者の数が 19

を超えて 10 又はその端数を増すごと 1 を加

えて得た数以上配置し、チームとして専門的な

認知症ケアを実施していること。 

・当該施設の従業者に対して、認知症ケアに関する

留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議を定

期的に実施していること。 

1 日あたり 

4 

7 

10 

認知症専門ケア加算

（Ⅱ） 

・認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了し 

ている者を 1 名以上配置し、施設全体の認知症

ケアの指導等を 実施していること。 

・当該施設における介護職員、看護職員ごとの認知

症ケアに関する研修計画を作成し、当該計画に

従い、研修を実 施又は実施を予定しているこ

と。※(1)と(Ⅱ)の併算定は不可。 

1 日あたり 

5 

9 

13 

認知症行動・心理症状

緊急対応加算 

医師が、認知症の行動・心理症状が認められるた

め、在宅での生活が困難であり、緊急に指定短期入

所療養介護を利用することが適当であると判断し

た者に対し、指定短期入所療養介護を行った場合。 

※利用を開始した日から起算して 7 日を限度。 

※特定介護老人保健施設短期入所療養介護（日帰

り短期入所）の場合は、対象外。 

1 日あたり 

214 

428 

641 

緊急短期入所 

受入加算 

利用者の状態や家族等の事情により、指定居宅介

護支援事業所の介護支援専門員が、緊急に短期入

所療養介護を受けることが必要と認めた利用者に

対し、居宅サービス計画において計画的に行うこ

ととなっていない指定短期入所療養介護を緊急に

行った場合。 

※利用を開始した日から起算して 7 日（利用者の

日常生活上の世話を行う家族の疾病等やむを得な

い事情がある場合は 14 日）を限度。 

※認知症行動・心理症状緊急対応加算を算定して

いる場合は算定しない。 

1 日あたり 

97 

193 

289 



介護老人保健施設 太郎 

2026/6/1 改訂 

 

29 
 

若年性認知症利用者 

受入加算 

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別の担当

者を定め、特性やニーズに応じたサービス提供を

行った場合。 

1 日あたり 

129 

257 

385 

重度療養管理加算 

利用者（要介護状態区分が要介護 4 又は要介護 5

の者に限る。）であって、別に厚生労働大臣が定め

る状態にあるものに対して、計画的な医学的管理

を継続して行い、かつ、療養上必要な処置を行った

場合。 

1 日あたり 

129 

257 

385 

利用者に対して 

送迎を行う場合 

利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送

迎を行うことが必要と認められる利用者に対し

て、その居宅と指定短期入所療養介護事業所との

間の送迎を行う場合。 

片道につき 

197 

393 

590 

総合医学管理加算 

・治療管理を目的とし、以下の基準に従い、居宅サ

ービス計画において計画的に行うこととなって

いない指定短期入所療養介護を行った場合に、

10 日間を限度として 1 日につき所定単位数を

加算。 

・診療方針を定め、治療管理として投薬、検査、注

射、処置等を行うこと。 

・診療方針、診断、診断を行った日、実施した投薬、

検査、注射、処置等の内容等を診療録に記載する

こと。 

・かかりつけ医に対し、利用者の同意を得て、診療

状況を示す文書を添えて必要な情報の提供を行

うこと。 

1 日につき 

294 

588 

882 

口腔連携強化加算 

・事業所の従業者が、口腔の健康状態の評価を実施

した場合において、利用者の同意を得て、歯科医

療機関及び介護支援専門員に対し、当該評価の

結果を情報提供した場合に、1 月に 1 回限り所

定単位数を加算する。 

・事業所は利用者の口腔の健康状態に係る評価を

行うに当たって、診療報酬の歯科点数票区分番号

C000 に掲げる歯科訪問診療料の算定の実績が

ある歯科医療機関の歯科医師又は歯科医師の指

示を受けた歯科衛生士が、当該従業者からの相

談等に対応する体制を確保し、その旨を文書等

で取り決めていること。 

1 回につき 

54 

107 

161 

1 月 1 回を限度 
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生産性向上推進加算

（Ⅰ） 

・（Ⅱ）の要件を満たし、（Ⅱ）のデータにより業務

改善の取組による成果が確認されていること。 

・見守り機器等のテクノロジーを複数導入してい

ること。 

・職員間の適切な役割分担（いわゆる介護助手の活

用等）の取組等を行っていること。 

・1 年以内ごとに 1 回、業務改善の取り組みによ

る効果を示すデータの提供（オンラインによる

提出）を行うこと。 

1 月につき 

107 

214 

321 

生産性向上推進加算

（Ⅱ） 

・利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及

び職員の負担軽減に資する方策を検討するため

の委員会の開催や必要な安全対策を講じた上

で、生産性向上ガイドラインに基づいた改善活

動を継続的に行っていること。 

・見守り機器等のテクノロジーを 1 つ以上導入し

ていること。 

・1 年以内ごとに 1 回、業務改善の取組による効

果を示すデータ（オンラインによる提出）を行う

こと。 

1 月につき 

11 

22 

32 

夜勤職員配置加算 

・（利用者等の数が 41 以上の場合）夜勤を行う看

護職員又は介護職員の数が、利用者等の数が 20

又はその端数を増すごとに 1 以上あり、かつ、

2 を超えていること。 

・（利用者等の数が 41 以下の場合）夜勤を行う看

護職員又は介護職員の数が、利用者等の数が 20

又はその端数を増すごとに 1 以上あり、かつ 1

を超えていること。 

1 日あたり 

26 

52 

77 

サービス提供体制 

強化加算（Ⅰ） 

①介護福祉士 80％以上 

②勤続 10 年以上介護福祉士 35％以上 

上記いずれかに該当に加え、サービスの質の向上

に資する取り組みを実施していること。 

1 日あたり 

24 

47 

71 

サービス提供体制 

強化加算（Ⅱ） 
①介護福祉士 60％以上 

1 日あたり 

20 

39 

58 

サービス提供体制 

強化加算（Ⅲ） 

①介護福祉士 50％以上 

②常勤職員 75％以上 

③勤続 7 年以上 30％以上 

上記いずれかに該当すること。 

1 日あたり 

7 

13 

20 
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介護職員等 

処遇改善加算（Ⅰ） 

イ 

所定単位数の 9.0％を加算。 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合して

いる事業所になります。 

1 日あたり 

所定単位数の 

9.0％を算定 

介護職員等 

処遇改善加算（Ⅰ） 

ロ 

所定単位数の 9.7%を加算。 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合して

いる事業所になります。 

１月あたり 

所定単位数の 

9.7％を加算 

介護職員等 

処遇改善加算（Ⅱ） 

イ 

所定単位数の 8.6％を加算。 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合して

いる事業所になります。 

1 日あたり 

所定単位数の 

8.6％を算定 

介護職員等 

処遇改善加算（Ⅱ） 

ロ 

所定単位数の 9.3%を加算。 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合して

いる事業所になります。 

１月あたり 

所定単位数の 

9.3％を加算 

介護職員等 

処遇改善加算（Ⅲ） 

所定単位数の 6.9％を加算。 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合して

いる事業所になります。 

1 日あたり 

所定単位数の 

6.9％を算定 

介護職員等 

処遇改善加算（Ⅳ） 

所定単位数の 5.9％を加算。 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合して

いる事業所になります。 

1 日あたり 

所定単位数の 

5.9％を算定 

※サービス利用内容によって加算の額がことなります。詳しくは利用料明細書をご覧ください。 

 

減算内容 減算額 

夜勤を行う職員の 

勤務条件基準を 

満たさない場合 

夜勤を行う職員の勤務条件を満たさない場合。 

所定単位数の 97％を算定。 

1 日あたり 

所定単位数の

97％を算定 

定員超過の場合 
利用者の合計数が利用定員を超える場合。 

所定単位数の 70％を算定。 

1 日あたり 

所定単位数の

70％を算定 

医師、看護職員、介護職

員、理学療法士、作業療

法士又は言語聴覚士が欠

員の場合 

医師、看護職員、介護職員、理学療法士、作業療法

士又は言語聴覚士の員数が基準に満たない場合。 

所定単位数の 70％を算定。 

1 日あたり 

所定単位数の

70％を算定 

身体拘束廃止 

未実施加算 

身体的拘束等の適正化を図るため、以下の措置が

講じられていない場合 

・身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時 

間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急や

むを得ない理由を記録すること。 

・身体的拘束等の適正化のための対策を検討する 

委員会を 3 月に 1 回以上開催するとともに、そ

の結果について、介護職員その他従業者に周知

1 日あたり 

所定単位数の

1.0％を算定 
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徹底を図ること。 

・身体的拘束等の適正化のための指針を整備する 

こと。 

・介護職員その他従業者に対し、身体的拘束等の適

正化のための研修を定期的に実施すること。 

高齢者虐待防止措置 

未実施減算 

虐待の発生又はその再発を防止するための以下の

措置が講じられていない場合 

・虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレ 

ビ電話装置等の活用可能）を定期的に開催する

とともに、その結果について、従業者に周知徹

底を図ること。 

・虐待防止のための指針を整備すること。 

・従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的 

に実施すること。 

・上記措置を適切に実施するための担当者を置く

こと。 

1 日あたり 

所定単位数の

1.0％を算定 

業務継続計画未策定減算 

以下の基準に適合していない場合。 

・感染症や非常災害の発生時において、利用者に対

するサービスの提供を継続的に実施するため

の、および非常時の体制で早期の業務再開を図

るための計画（業務継続計画）を策定すること。 

・当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずるこ

と。 

1 日あたり 

所定単位数の

1％を算定 

※サービス利用内容によって減算の額がことなります。詳しくは利用料明細書をご覧ください。 

   

内容 費用 

食事 

食事時間（基本的な提供時間） 

朝食  ７時 15 分～８時 

昼食  12 時～13 時 

夕食  18 時～19 時 

 

＊食べられないものやアレルギ－が 

ある方は事前にご相談ください。 

朝 570 円 昼 890 円 夕 890 円 

負担限度額（収入・貯蓄による） 

減免第１段階 300 円 

減免第２段階 600 円 

減免第３段階① 

 

減免第 3 段階② 

 

1,000 円（R8.7 まで） 

1,030 円（Ｒ8.8 月より） 

1,300 円（R8.7 まで） 

1,360 円（Ｒ8.8 月より） 

おやつ 

おやつ 提供時間：15 時 

＊食べられないものやアレルギ－が 

ある方は事前にご相談ください。 

1 日あたり 
220 円 

（ドリンクバー含む） 
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居住費 

（滞在費） 

光熱水費にあたる居住費（滞在費）を

ご負担いただきます。 

※収入状況により負担限度額があり

ます。詳しくはお問い合わせくださ

い。 

 

４人・２人部屋  710 円（1 日） 

個室・特別室  1,750 円（1 日） 

負担限度額 
２・４人部

屋 
個室・特別室 

減免第 1 段階 ０円 550 円 

減免第 2 段階 430 円 550 円 

減免第 3 段階① 

 

減免第 3 段階② 

430 円 

（Ｒ8.7 月まで） 

530 円 

（Ｒ8.8 月より） 

1,370 円 

（Ｒ8.7 月まで） 

1,470 円 

（Ｒ8.8 月より） 

特別な居室 

（居室料） 

ご利用者のご希望により個室、2

人部屋（一部）をご利用される場

合には以下の料金をお支払いいた

だきます。 

２人部屋（一部） 3,850 円（1 日） 

個室       5,500 円（1 日） 

特別室      8,800 円（1 日） 

※消費税含む 

特別食 ご利用者が希望する食事のご用意 
 

希望により実費負担 

日用品 日用品 

日用品標準セット：353 円/日 

リンスインシャンプー、ボディソープ、紙コッ

プ、歯ブラシ、歯磨き粉、入れ歯洗浄剤、入れ歯

洗浄用カップ、うがい用プラスチックコップ 

 

日用品特別セット：397 円/日 

リンスインシャンプー、ボディソープ、紙コッ

プ、歯ブラシ、歯磨き粉、入れ歯洗浄剤、入れ歯

洗浄用カップ、うがい用プラスチックコップ、

ボディ用乳液、化粧水、ハンドクリーム 

 

【単品販売商品】 

リンスインシャンプー（14ml）３0 円／個 

ボディソープ（14ml）30 円／個 

歯ブラシ 208 円／本 

歯磨き粉 208 円／個 

入れ歯洗浄用カップ 208 円/個 

入れ歯洗浄剤（120 錠）837 円／箱 

ボディ用乳液（300ml）1,256 円／本 

行事・写真代 
行事で撮った写真を販売いたし

ます。 

1 枚Ｌサイズ    60 円 

1 枚ＬＬサイズ   120 円 



介護老人保健施設 太郎 

2026/6/1 改訂 

 

34 
 

電気使用料等 電気使用料等 
電気使用料         15 円/日 

テレビレンタル＋電気使用料 150 円/日 

WI-FI 施設内 Wi-Fi 使用料 40 円/日 

 

 

【介護予防短期入所介護 利用料金】           単価：円 

基本型 

介護度 介護予防短期入所療養介護サービス費（1 日あたり） 

 
2・4 人部屋 個室 

1 割負担 2 割負担 3 割負担 1 割負担 2 割負担 3 割負担 

要支援 1 655 1310 1964 619 1237 1855 

要支援２ 827 1654 2480 776 1551 2326 

 

在宅強化型 

介護度 介護予防短期入所療養介護サービス費（1 日あたり） 

 
2・4 人部屋 個室 

1 割負担 2 割負担 3 割負担 1 割負担 2 割負担 3 割負担 

要支援 1 718 1436 2153 675 1350 2025 

要支援２ 891 1782 2673 831 1662 2493 

※在宅復帰率の割合で（基本型・強化型）変更になる場合があります。 

※利用期間は連続 30 日以内です。 

 

加算内容 

負担額 

1 割 

（2 割） 

在宅復帰・在宅療養 

支援機能加算（Ⅰ） 

・在宅復帰・在宅療養支援等指標が 40 以上であ

ること。 

・地域に貢献する活動を行っていること。 

・介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅰ）の【基

本型】を算定していること。 

1 日あたり 

55 

109 

164 

在宅復帰・在宅療養 

支援機能加算（Ⅱ） 

・在宅復帰・在宅療養支援等指標が 70 以上であ

ること。 

・地域に貢献する活動を行っていること。 

・介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅰ）の【在

宅強化型】を算定していること。 

1 日あたり 

55 

109 

164 
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個別 

リハビリテーション 

実施加算 

指定短期入所療養介護事業所の医師、看護職員、理

学療法士、作業療法士、言語聴覚士等が共同して利

用者ごとに個別リハビリテーション計画を作成

し、当該個別リハビリテーション計画に基づき、医

師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法

士又は言語聴覚士が個別リハビリテーションを行

った場合。 

1 日あたり 

257 

513 

769 

療養食加算 

・食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管

理されていること。 

・利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量

及び内容の食事の提供が行われていること。 

※1 日につき 3 回を限度。 

1 回あたり 

9 

17 

26 

緊急時治療管理 

入所者の病状が重篤になり救命救急医療が必要と

なる場合において緊急的な治療管理として、投薬、

検査、注射、処置等を行った場合。 

1 月に１回連続する

3 日を限度 554 

1,107 

1,660 

特定治療 

医科診療報酬点数表第 1 章及び第 2 章において、

高齢者の医療の確保に関する法律第 57 条第 3 項

に規定する保険医療機関等が行った場合に点数が

算定されるリハビリテーション、処置、手術、麻酔

又は放射線治療（別に厚生労働大臣が定めるもの

を除く。）を行った場合。 

※医科診療報酬点数表

に基づく点数 

認知症専門ケア加算

（Ⅰ） 

・施設における入所者の総数のうち、日常生活に支

障を来すおそれのある症状若しくは行動が認め

られることから介護を 必要とする認知症の者

の占める割合が 2 分の 1 以上であること。 

・認知症介護に係る専門的な研修を修了してい

る者を、対象者の数が 20 人未満である場合に

あっては、1 以上、当該対象者の数が 20 人以上

である場合にあっては 1 に当該対象者の数が

19 を超えて 10 又はその端数を増すごと 1 を

加えて得た数以上配置し、チームとして専門的

な認知症ケアを実施していること。 

・当該施設の従業者に対して、認知症ケアに関する

留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議を定

期的に実施していること。 

1 日あたり 

4 

7 

10 
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認知症専門ケア加算

（Ⅱ） 

・認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了し

ている者を 1 名以上配置し、施設全体の認知症

ケアの指導等を 実施していること。 

・当該施設における介護職員、看護職員ごとの認知

症ケアに関する研修計画を作成し、当該計画に

従い、研修を実 施又は実施を予定しているこ

と。※(1)と(Ⅱ)の併算定は不可。 

1 日あたり 

5 

9 

13 

認知症行動・心理症状

緊急対応加算 

医師が、認知症の行動・心理症状が認められるた

め、在宅での生活が困難であり、緊急に指定短期入

所療養介護を利用することが適当であると判断し

た者に対し、指定短期入所療養介護を行った場合。 

※利用を開始した日から起算して 7 日を限度。 

※特定介護老人保健施設短期入所療養介護（日帰

り短期入所）の場合は、対象外。 

1 日あたり 

214 

428 

641 

若年性認知症利用者 

受入加算 

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別の担当

者を定め、特性やニーズに応じたサービス提供を

行った場合。 

1 日あたり 

129 

257 

385 

利用者に対して 

送迎を行う場合 

利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送

迎を行うことが必要と認められる利用者に対し

て、その居宅と指定短期入所療養介護事業所との

間の送迎を行う場合。 

片道につき 

197 

393 

590 

総合医学管理加算 

・治療管理を目的とし、以下の基準に従い、居宅サ

ービス計画において計画的に行うこととなって

いない指定短期入所療養介護を行った場合に、

10 日間を限度として 1 日につき所定単位数を

加算。 

・診療方針を定め、治療管理として投薬、検査、注

射、処置等を行うこと。 

・診療方針、診断、診断を行った日、実施した投薬、

検査、注射、処置等の内容等を診療録に記載する

こと。 

・かかりつけ医に対し、利用者の同意を得て、診療

状況を示す文書を添えて必要な情報の提供を行

うこと。 

1 日当たり 

294 

588 

882 
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口腔連携強化加算 

・事業所の従業者が、口腔の健康状態の評価を実施

した場合において、利用者の同意を得て、歯科医

療機関及び介護支援専門員に対し、当該評価の

結果を情報提供した場合に、1 月に 1 回限り所

定単位数を加算する。 

・事業所は利用者の口腔の健康状態に係る評価を

行うに当たって、診療報酬の歯科点数票区分番号

C000 に掲げる歯科訪問診療料の算定の実績が

ある歯科医療機関の歯科医師又は歯科医師の指

示を受けた歯科衛生士が、当該従業者からの相

談等に対応する体制を確保し、その旨を文書等

で取り決めていること。 

1 回につき 

54 

107 

161 

1 月 1 回を限度 

生産性向上推進加算

（Ⅰ） 

・（Ⅱ）の要件を満たし、（Ⅱ）のデータにより業務

改善の取組による成果が確認されていること。 

・見守り機器等のテクノロジーを複数導入してい

ること。 

・職員間の適切な役割分担（いわゆる介護助手の活

用等）の取組等を行っていること。 

・1 年以内ごとに 1 回、業務改善の取り組みによ

る効果を示すデータの提供（オンラインによる

提出）を行うこと。 

1 月につき 

107 

214 

321 

生産性向上推進加算

（Ⅱ） 

・利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及

び職員の負担軽減に資する方策を検討するため

の委員会の開催や必要な安全対策を講じた上

で、生産性向上ガイドラインに基づいた改善活

動を継続的に行っていること。 

・見守り機器等のテクノロジーを 1 つ以上導入し

ていること。 

・1 年以内ごとに 1 回、業務改善の取組による効

果を示すデータ（オンラインによる提出）を行う

こと。 

1 月につき 

11 

22 

32 

夜勤職員配置加算 

・（利用者等の数が 41 以上の場合）夜勤を行う看

護職員又は介護職員の数が、利用者等の数が 20

又はその端数を増すごとに 1 以上あり、かつ、

2 を超えていること。 

・（利用者等の数が 41 以下の場合）夜勤を行う看

護職員又は介護職員の数が、利用者等の数が 20

又はその端数をますごとに 1 以上あり、かつ 1

を超えていること。 

1 日あたり 

26 

52 

77 
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サービス提供体制 

強化加算（Ⅰ） 

①介護福祉士 80％以上 

②勤続 10 年以上介護福祉士 35％以上 

上記いずれかに該当に加え、サービスの質の向上

に資する取り組みを実施していること。 

1 日あたり 

24 

47 

71 

サービス提供体制 

強化加算（Ⅱ） 
①介護福祉士 60％以上 

1 日あたり 

20 

39 

58 

サービス提供体制 

強化加算（Ⅲ） 

①介護福祉士 50％以上 

②常勤職員 75％以上 

③勤続 7 年以上 30％以上 

上記いずれかに該当すること。 

1 日あたり 

7 

13 

20 

介護職員等 

処遇改善加算（Ⅰ） 

イ 

所定単位数の 9.0％を加算。 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合して

いる事業所になります。 

1 日あたり 

所定単位数の

9.0％を加算 

介護職員等 

処遇改善加算（Ⅰ） 

ロ 

所定単位数の 9.7％を加算。 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合して

いる事業所になります。 

1 日あたり 

所定単位数の

9.7％を加算 

介護職員等 

処遇改善加算（Ⅱ） 

イ 

所定単位数の 8.6％を加算。 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合して

いる事業所になります。 

1 日あたり 

所定単位数の

8.6％を加算 

介護職員等 

処遇改善加算（Ⅱ） 

ロ 

所定単位数の 9.3％を加算。 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合して

いる事業所になります。 

1 日あたり 

所定単位数の

9.3％を加算 

介護職員等 

処遇改善加算（Ⅲ） 

所定単位数の 6.9％を加算。 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合して

いる事業所になります。 

1 日あたり 

所定単位数の

6.9％を加算 

介護職員等 

処遇改善加算（Ⅳ） 

所定単位数の 5.9％を加算。 

老健太郎は、厚生労働省の定める基準に適合して

いる事業所になります。 

1 日あたり 

所定単位数の

5.9％を加算 

※サービス利用内容によって加算の額がことなります。詳しくは利用料明細書をご覧ください 

 

減算内容 減算額 

夜勤を行う職員の 

勤務条件基準を 

満たさない場合 

夜勤を行う職員の勤務条件を満たさない場合。 

所定単位数の 97％を算定。 

 

1 日あたり 

所定単位数の 

97％を算定 

定員超過の場合 
利用者の合計数が利用定員を超える場合。 

所定単位数の 70％を算定。 

1 日あたり 

所定単位数の

70％を算定 
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医師、看護職員、介護職

員、理学療法士、作業療

法士又は言語聴覚士が欠

員の場合 

医師、看護職員、介護職員、理学療法士、作業療法

士又は言語聴覚士の員数が基準に満たない場合。

所定単位数の 70％を算定。 

1 日あたり 

所定単位数の

70％を算定 

身体拘束廃止 

未実施加算 

身体的拘束等の適正化を図るため、以下の措置が

講じられていない場合 

・身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時

間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急や

むを得ない理由を記録すること。 

・身体的拘束等の適正化のための対策を検討する

委員会を 3 月に 1 回以上開催するとともに、そ

の結果について、介護職員その他従業者に周知

徹底を図ること。 

・身体的拘束等の適正化のための指針を整備する

こと。 

・介護職員その他従業者に対し、身体的拘束等の適

正化のための研修を定期的に実施すること。 

1 日あたり 

所定単位数の

1.0％を算定 

高齢者虐待防止措置 

未実施減算 

虐待の発生又はその再発を防止するための以下の

措置が講じられていない場合 

・虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレ

ビ電話装置等の活用可能）を定期的に開催する

とともに、その結果について、従業者に周知徹底

を図ること。 

・虐待防止のための指針を整備すること。 

・従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的

に実施すること。 

・上記措置を適切に実施するための担当者を置く

こと。 

1 日あたり 

所定単位数の

1.0％を算定 

業務継続計画未策定減算 

以下の基準に適合していない場合。 

・感染症や非常災害の発生時において、利用者に対

するサービスの提供を継続的に実施するため

の、および非常時の体制で早期の業務再開を図

るための計画（業務継続計画）を策定すること。 

・当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずるこ

と。 

1 日あたり 

所定単位数の

1.0％を算定 

※サービス利用内容によって減算の額がことなります。詳しくは利用料明細書をご覧ください。 

   

内容 費用 
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食事 

食事時間（基本的な提供時間） 

朝食  ７時 15 分～８時 

昼食  12 時～13 時 

夕食  18 時～19 時 

 

＊食べられないものやアレルギ－が 

ある方は事前にご相談ください。 

朝 570 円 昼 890 円 夕 890 円 

負担限度額（収入・貯蓄による） 

減免第１段階 300 円 

減免第２段階 600 円 

減免第３段階① 

 

減免第 3 段階② 

1,000 円（R8.7 まで） 

1,030 円（Ｒ8.8 月より） 

1,300 円（R8.7 まで） 

1,360 円（Ｒ8.8 月より） 

 

おやつ 

おやつ 提供時間：15 時 

＊食べられないものやアレルギ－が 

ある方は事前にご相談ください。 

1 日あたり 
220 円 

（ドリンクバー含む） 

居住費 

（滞在費） 

光熱水費にあたる居住費（滞在費）を

ご負担いただきます。 

※収入状況により負担限度額があり

ます。詳しくはお問い合わせくださ

い。 

 

４人・２人部屋  710 円（1 日） 

個室・特別室  1,750 円（1 日） 

負担限度額 
２・４人

部屋 
個室・特別室 

減免第 1 段階 ０円 550 円 

減免第 2 段階 430 円 550 円 

減免第 3 段階① 

 

減免第 3 段階② 

 

430 円 

（Ｒ8.7 月まで） 

530 円 

（Ｒ8.8 月より） 

1,370 円 

（Ｒ8.7 月まで） 

1,470 円 

（Ｒ8.8 月より） 

特別な居室 

（居室料） 

ご利用者のご希望により個室、2

人部屋（一部）をご利用される場

合には以下の料金をお支払いいた

だきます。 

２人部屋（一部） 3,850 円（1 日） 

個室       5,500 円（1 日） 

特別室      8,800 円（1 日） 

※消費税含む 

特別食 ご利用者が希望する食事のご用意 希望により実費負担 

行事・写真代 
行事で撮った写真を販売いたしま

す。 

1 枚Ｌサイズ    60 円 

1 枚ＬＬサイズ   120 円 

理容・美容 

月に２回、理美容師の出張による

理髪サ－ビスをご利用いただけま

す。 

利用料金とお申し込みは別紙をご

覧ください。 

＊詳細は別紙をご覧ください。 
・カットのみ       2,950 円 

・男性・女性カット    4,050 円 

・バリカンカット     2,400 円 

・バリカン短髪      1,850 円 

・パーマ・カラーリング 各 5,600 円 

・シャンプー、顔そり  各 1,200 円 

電気使用料等 電気使用料等 
電気使用料         15 円/日 

テレビレンタル＋電気使用料 150 円/日 

WI-FI 施設内 Wi-Fi 使用料 40 円/日 
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●LIFE についてのご協力のお願い 

 介護サービス利用者の状態や、介護施設・事業所で行っているケアの計画・内容

などを一定の様式で計画の内容等を厚生労働省に提出し、管理の適切かつ有効な実

施のために必要な情報を活用し、入力内容が分析されて、フィードバックされる情

報システムになります。介護事業所において PDCA サイクルを回すために活用する

ためのツールになります。 

これによりすべてのサービス LIFE 加算については（口腔衛生管理加算Ⅱ、リハ

ビリテーションマネジメント計画情報加算Ⅰ、Ⅱ、褥瘡マネジメント加算Ⅰ、Ⅱ、

Ⅲ、排せつ支援加算Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、自立支援促進加算、科学的介護推進体制加算Ⅰ、

Ⅱ、かかりつけ医連携薬剤調整加算Ⅱ、Ⅲ、栄養マネジメント強化加算、安全対策

体制加算、）この説明にて同意したとさせていただきます。 

 

● ICT（情報通信技術）の活用化について 

  私たちは、より安全で快適な生活環境を提供するため、常に最新の技術を 

導入し、サービスの向上に努めてまいります。 

当施設では ICT（情報通信技術）の導入やアップデートを行います。これにより、

ご利用者の皆様により良いサービスを提供することが可能となります。 

具体的な導入やアップデート内容は以下の通りです： 

1.電子カルテシステムの導入 

紙のカルテから電子化することで、医療スタッフにより効率的に情報を管理でき 

医療サービスの質を向上させます。 

2.センサー技術の活用 

施設内にセンサーを設置し、ご利用者の健康状態や安全をリアルタイムでモニタ

リングします。これにより、早期に問題を察知し、適切な対応を行うことが可能

となります。 

※定期的な安否確認の方法として、 

下記のシステムを利用して見守りを行います。 

眠り SCAN コネクト（パラマウントベッド製非接触型センサークラウド型）は、

ご入居者のベッド上での①睡眠②覚醒③起き上がり④離床 ⑤呼吸数の状態を把握

することができるシステムです。眠り SCAN はケアスタッフが携帯しているスマ

ートフォン又は、フロアステーションに設置しているＰＣ（パソコン）、ナースコ

ール（緊急通報装置）と連動しており、ケアスタッフはステーション内やホーム

内移動中にも所定画面で随時ご入居者の状態を確認することが可能です。 

また、ご入所者様の状態に応じて設定した条件に合致した状態（覚醒・起き上が

り・離床・呼吸数の異常）が発生する と、ケアスタッフが携帯するスマートフォ

ンに、ナースコールとして通知されます。通知の際は、通話も可能であり、ケア

スタッフは通話対応とともにご入居者の居室を訪問し、状態の確認及び必要なケ

アを提供します。ご入所者がベッドから離床し、居室・共有部で過ごされている
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時は、目視で安否の確認を行います。ご入居者に体調の変化が見られている際

は、眠り SCAN だけではなく、必要に応じて訪室し、状態の確認及び必要なケ 

アを提供します。 

3.コミュニケーションツールの強化 

施設内の情報共有をスムーズに行うため、オンラインコミュニケーションツール

の導入を予定しています。 

以上の導入やアップデートにより、ご利用者の皆様がより安心して生活される環

境を提供できることを心より願っております。 

 

7．医療の提供および施設でおこる事故について 

 

●医療の提供について 

＊当施設の医師等で対応できる日常的な医療・看護・薬の処方につきましては介護保

険給付サ－ビスに含まれております。なお、手術等急性期治療のための医療、歯科

診療などにつきましては他の医療機関にて、医療保険により治療をお受け頂き別途

自己負担をしていただくことになります。 

＊当施設の医師による診察の結果、より専門的な検査・治療が必要と判断される際に

は、ご利用者の皆様とご相談の上、適切と思われる医療機関への受診手続きを進め

ていただきます。この場合、他医療機関・他科受診の際にお願いしたいことがござ

います。詳しくは事務室・相談室までお問い合わせください。 

＊当施設では、医師は原則として当直致しません。夜間時間帯の病状の悪化や事故な

ど緊急の際には、利用者の方を救急車などにより専門医療機関に搬送することもご

ざいます。 

 

●事故について 

高齢者の方には心身の障害や老化にともない、いろいろな事故の危険性がございま

す。転倒・転落、誤嚥、などがその代表ですが、それらの事故は骨折や外傷、窒息や

肺炎など大きな、場合によっては死亡に結びつく結果をもたらすこともございます。

特に認知症のある方は、ご自身の身体状況がわからずに立ち上がって転倒したり、飲

み込めないものを食べたりしてしまい、事故に遭うリスク（危険性）はより高いもの

となります。 

当施設では細かな観察や工夫でそのような事故の発生を防止すべく努めておりま

す。けれども専門的なケア施設とはいえ、全ての利用者の皆様の全ての行為を管理し

予測できるものでもございません。それらの危険は当施設内でも存在するということ

について、ご了承賜りご利用くださいますようお願い申し上げます。 

 

●協力医療機関について 

 太郎では、次の医療機関を協力医療機関として指定しています。 

 （一般病院） 医療法人財団慈生会 野村病院 

        〒181-0013 三鷹市下連雀 8-3-6 
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        電話 0422-47-4848 

         

 （歯科医院） いたや歯科クリニック 

        〒181-0002 三鷹市牟礼 3-8-18 

        電話 0422-42-4182 

 

三島歯科医院 

       〒181-0011 三鷹市井口 3-6-16 

        電話 0422-32-8046 

8．利用料金のお支払い方法 

  料金・費用は月末締めで計算し、翌月中旬ご請求致します｡ 

  翌月の末日までに以下のいずれかの方法でお支払いください。 

ア．太郎窓口で現金支払い 

受付 9：00～16：00 （土日祝含） 

イ．銀行振込 

 

 

 

 

 

 

 

   ※なお、振込手数料についてはご負担くださいますようお願い申し上げます。 

 

9．お支払いの遅延があった場合 

 上記方法による支払いが無く 1 ヵ月以上遅延した場合は、料金の支払い督促を行い

ます。その後 10 日以内に支払いが無い場合は、利用者の身元引受人の責任においてお

支払いいただくことになります。 

 「16．身元引受人について」についてもご確認ください。 

 

10．施設を退所していただく場合 

契約期間中であっても、他施設へのご入所・他医療機関にご入院される場合等の他、

次の場合ご利用者にご退所いただくことがあります。 

（１）利用者もしくは利用者の身元引受人が他の利用者もしくは施設および施設従業者

に損害を及ぼしもしくはその危険性ある言動、重大な背信行為等を行った場合。 

（２）利用者が要介護認定を取り消された場合。 

（３）利用者もしくは利用者の身元引受人が施設に対して提供した情報に虚偽や重大な

誤りがあった場合。 

（４）所定の利用者の身元引受人における支払いも行われない場合。 

【振込口座】 三菱 UFJ 銀行 八王子中央支店 （普通） 

【口座番号】 １３９８７２１ 

【口座名義】 老健
ろうけん

口
ぐち

医療
いりょう

法人
ほうじん

社団
しゃだん

充 会
みつるかい

   



介護老人保健施設 太郎 

2026/6/1 改訂 

 

44 
 

（５）天災、災害、施設・設備の故障その他やむを得ない理由により、当施設を利用し

ていただくことができない場合。 

（６）利用者やその家族等から受ける身体的暴力、精神的暴力、セクシャルハラスメン

ト、窃盗、暴行、誹謗中傷、その他の利用継続が困難となる程度の背信行為、反

社会的行為があり適切な介護等サービスの提供が難しくなった場合。 

（７）利用者やその家族等から受ける顧客等からの著しい迷惑行為カスタマーハラスメ

ントがあった場合。 

（８）支払いについて 3 カ月以上滞納し、その催促したにも関わらず 14 日間以内に

支払いが行われない場合。 

11．苦情・相談等申出窓口 

 当施設のサ－ビスについて、ご不明の点や疑問、苦情がございましたら、 

各相談等申出窓口までお気軽にご相談・お申し出ください。 

・受付窓口 

施設マネージャー・相談室長・看護師長・介護長・事務室長 

・TEL：0422-76-6636 

・受付時間：9：00～17：00（毎日） 

※事務所前、各階のエレベーター前のご意見箱での受付も致しておりますのでご利用

ください。 

・東京都国民健康保険団体連合会 介護保険部相談指導課 TEL.03-6238-0177 

・三鷹市健康福祉部介護保険課事業者指導係 TEL.0422-45-1151 内線 2628 

 

12．非常災害時の対策 

・非常災害に備えて施設内における防災、事業継続計画を策定しています。 

災害時の対応 

「消防計画」に基づき対応を行います。 

「事業継続計画 BCP」に基づき対応を行います。 

災害等の発生により電話連絡が困難になった場合、施設及び利用者

等の被害に関しては、以下の方法で情報を発信いたします。 

NTT 提供による「災害伝言サービス 電話 171」の伝言サービス

に被害状況を定期的にお知らせいたします。 

インターネット回線が復旧した際は、「老健太郎のホームページ」上

に被害状況をお知らせいたします。 

平常時の訓練 

「消防計画」に基づき年２回以上夜間及び昼間を想定した避難訓練

を利用者の方も参加して実施します。 

「事業継続計画 BCP」も定期的に指導訓練を実施します。 

防災設備 

自動火災報知器、消火器、防火扉、防炎加工されたカ－テン・布団

等消防法に定められたもの。スプリンクラ－，屋内消火栓を設備し

ています。 

 

 

13．当施設ご利用の際にご留意いただく事項・守っていただく事項 
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来訪・面会 

面会時間 24 時間可能（太郎での生活時間にご留意ください）。 

来訪者はその都度、受付カウンタ－の面会者名簿にご記入下さい。 

なお、感染症等のリスクにより、面会・入館を制限する場合がありま

す。ご了承ください。 

外出・外泊 

外出・外泊の際には、事前にスタッフにご相談下さい。 

主治医の許可などの手続きをお取りします。また、行先と帰所日時を

スタッフにお知らせ下さい。 

居室・設備・ 

器具の利用 

施設内の居室や設備、器具は本来の用法に従ってご利用ください。 

これに反したご利用により設備や器具に破損等が生じた場合、弁償し

ていただくことがございます。例、テレビ配線、リモコン、ナースコー

ルコード類等） 

喫  煙 

施設内は禁煙です。なお、どうしても吸いたい場合は所定の場所で、

スタッフ付添のもとで吸っていただきます。タバコ・ライタ－はスタ

ッフ預かりとし、個人での所持は固くお断りいたします。また、医療

的な判断のもと、喫煙をお断りすることがあります。 

迷惑行為等 

騒音・暴力等他の利用者の迷惑になる行為、職員に対する暴力や性的

いやがらせ、誹謗中傷等の迷惑行為はご遠慮願います。また、迷惑行

為によって集団生活が難しい場合については、専門医療機関の受診や

入院、退所をご検討いただくことがあります。 

利用者様や家族様による、「暴言」「暴力」「パワハラ」「セクハラ」「カ

スハラ」「ペイハラ」「SNS やネット上の誹謗中傷」など、当施設の運

営や当施設スタッフの業務に支障が出るような行為はご遠慮くださ

い。 

当施設スタッフも「利用者様のために」という気持ちで頑張っており

ますが、皆、プロとして誠心誠意努めて参りますが、「利用者様やご家

族のわがまま」には対応致しかねます。 

心ない利用者様や家族様による上記行為は、施設やスタッフを貶め、

その結果、他の利用者様の不利益となります。SNS やネット上の書き

込みについても、法的措置が講じられる時代です。施設は利用者様を

守るためにスタッフも守ります。どうかご理解くださいませ。 

財産の管理 

(所持品 

及び現金等) 

ご利用に際し、現金や貴重品を持ち込むことはご遠慮いただいており

ます。ご入所にあたって持ち込む物品については危険性がある場合も

ございますのでスタッフにご相談下さい。ご利用者同士の物のやりと

りや連絡先等の交換は原則禁止とさせていただいております。 

なお、恐縮ではございますが、所持品等の破損・紛失及び現金の紛失

には責任を負いかねますのでご了承ください。 

例）補聴器、眼鏡、時計、携帯電話（GPS タグ）、アクセサリー、キャ

ッシュカード等、鍵等 

携帯電話の 原則、ご自身で管理、設定が可能な方に限ります。 
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お持ち込み ご使用については、場所、時間の指定がございます。 

職員による設定や管理（充電を含む）はできませんので予めご了承く

ださいませ 

宗教活動 

政治活動 

施設内での他の利用者及びご家族に対する宗教活動及び政治活動は固

くお断り申し上げます。 

その他 

１．ペットのお持ち込みは、衛生管理上ご遠慮下さい。 

２．生花は衛生管理が難しくお持ち込みをご遠慮いただいております。

贈答品等も同様ですので、ご留意くださいますようお願いいたし

ます。 

３．飲食物の持ち込み・差し入れは、スタッフにご相談ください。 

  居室での保管は他利用者の誤食による誤嚥・窒息等の危険があり

ご遠慮いただいております（ケアステーションで預かることは可

能です）。生もの等は季節により食中毒等にもご注意ください。 

４．スタッフへの差し入れ等お心遣いは、ご遠慮させていただいてお

ります。 

14．職員の良質なサービスを提供するための研修 

  当施設では、職員の質の向上のため定期的に研修を行っています。 

 ・高齢者虐待防止、身体拘束防止、事故発生予防の防止、災害時における事業継続

計画 BCP、感染症蔓延の予防 BCP、質の向上の為の研修（無資格者について

は、認知症基礎研修の受講）、ハラスメント対策。 

 

15．個人情報の取り扱いについて 

＜＜個人情報保護方針＞＞ 

当施設では、ご利用者・ご家族のみなさまとよくコミュニケーションを図り、ご利用者の

意思を反映したきめ細やかなケアを実践したいと願っています。 

その過程でみなさまより、いろいろな情報のご提供をいただくことになります。 

太郎では、以下のように個人情報保護方針を定めました。職員一同、みなさまのプライバ

シー、個人情報を尊重し、この方針をしっかりと守りますので、どうぞご安心ください。 

１．個人情報を理由なく外部にもらすことはありません。 

２．個人情報を本来の目的以外で利用することはありません。 

３．外部あるいは内部からの個人情報への不正アクセスや、個人情報の紛失、破壊、改ざ

ん、漏えいがないよう予防措置を講じます。 

4．いただいた個人情報を不正確に把握している状態があれば、ご指摘により正しいものに

訂正いたします。 

5．外部の業者などに個人情報の取り扱いを委託する場合は、安全管理が図られるよう適切

に監督します。 

6．個人情報保護のための管理体制および取り組みを継続的に見直し、その改善に努めます。 

（１）介護等の個人情報共有について 
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  当施設では、以下のような場合、ご利用者の個人情報を外部に提供する必要がある

と考え、そのように対応しています。どうぞご理解をいただきご了承をお願い申し上

げます。 

   

ご利用者が退所される際等、療養情報の共有が必要である次のような場合には、個人情

報が不正に利用されないよう努めながら、外部にお知らせすることがあります。 

①介護サービスにおいて、外部への情報提供が必要である場合 

・他の病院・薬局・介護保険サービス事業者・居宅介護支援事業者等との連携 

・入所前後訪問指導加算・入退所前連携加算・試行的退所時指導加算・退所時情

報提供加算・訪問看護指示加算・かかりつけ医連携薬剤調整加算・認知症情報

提供加算・地域連携診療計画情報提供加算 など。 

・他の介護施設からの照会の回答 

 ・診療等にあたり外部の医師等の意見・助言を求める場合 

 ・検体検査業務委託・ご家族等への療養状況説明 

 

②介護保険（一部医療保険含む）事務において外部への情報提供が必要となる場合 

 ・審査支払機関へのレセプトの提出  

・審査支払機関（厚生労働省）への科学的介護情報システム LIFE の提出 

・審査支払機関又は保険者からの照会の回答 

③保険者等の委託により認定調査を行った場合の保険者への結果通知 

④施設賠償責任保険等にかかる介護に関する専門団体や保険会社等への相談・届出 

⑤行政など外部監査機関（東京都福祉保健局、市区町村保険者、保健所など）への

情報提供 

（２）個人情報の間接的利用について 

  当施設では、スタッフがよりよく利用者を知り、あるいはその技術を向上させるた

めに、ご利用者の病状などを含む個人情報をもとに症例検討会、勉強会を行います。 

また、ひろく社会的に後進を育てる目的で実習生・研修生を受け入れております。

その際もやはり必要に応じご利用者の病状などの情報を提供することがあります。 

  ①施設内部において行われる看護・介護等の事例研究 

  ②施設内部において行われる事故防止およびケアの質向上のための研究 

  ③施設内部において行われる学生の実習への協力 

（３）個人情報の照会について 

プライバシー保護のため、電話等の問い合わせ等により、ご利用者の所在等につい

てお答えすることはできません。 

（例）「○○さんの友人の●●と申しますが、○○さんは入所中ですか？」 

   「○○さんは、退所されてどこにいかれましたか？」 等の問い合わせ 

（４）ホームページ及び広報誌等への写真の使用に係る同意書 

当法人は、事業活動にとどまらず地域における活動や社会保障制度の改善のため
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の取り組みなどを行っております。法人及び事業所の各種活動や取り組みにおい

て、広報や宣伝をはじめ広く情報を発信するにあたり、利用者様・ご家族様の写

真(顔写真を含む)を使用させていただく場合があります。写真は肖像権を含む重

要なプライバシーであることに鑑み、本書面において利用者様・ご家族様の写真

の使用についての同意をいただきたくお願いいたします。 

【写真を使用させていただく場合が想定されるもの】 

1、事業所における利用者様及びご家族様等への通知 

2、事業所のパンフレット 

3、法人の広報誌 

4、法人のパンフレット 

5、法人ホームページ 

6.、法人の関係機関の宣伝物、広報誌等（お便りなど） 

7.上記 1～6 に付随する紙媒体又は電子媒体での広報宣伝物 

※写真を掲載させていただく際にはご利用者様・ご家族様の氏名が特定されるこ

とがないように配慮いたします。 

※同意をいただいたご利用者様・ご家族様の写真を使用する際に、写真使用の同

意をいただいていない方が含まれる場合は、同意をいただいていない方が特定さ

れることがないように加工するなどの配慮をいたします。 

（5）個人情報利用についての同意 

上記個人情報の利用について同意されない場合は、相談室ないしは苦情・相談申出

窓口にお申し出ください。この文書をお渡しした時点で、同意を得られたものとして

取り扱いをさせていただきます。 

万一同意いただけない場合は、 

①時間をおかずに苦情・相談申出窓口にご連絡をお願い致します。 

②例えば、検査の依頼やレセプトの提出、あるいは行政の検査など、どうしても個

人情報の提出をしなければ、ご利用者の療養への責任を全うできず、あるいは当

施設の運営に支障をきたす事項がございます。それらについてご同意いただけな

いときは、ご利用をお断りすることになります。 

それ以外の事項については、通常の療養を変わらずに受けていただくことができ

ます。どうぞご了解のほどお願い致します。 

 

 

16．身元引受人について 

太郎は、利用者に対し、介護保険法令の趣旨に従い、「運営方針」「太郎の理念」

「５つの基本的ケア」に則って、適切な介護サービスを提供して生活を支援いたしま

す。 

一方、利用者および利用者の身元引受人は、当施設（太郎）に対して、そのサー

ビスに対する上記料金を支払うことの義務が生じます。 

2020（令和 2）年 4 月 1 日に行われた民法改正に従い、利用者の身元引受人に
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関連する次の事項を定めます。 

 

ａ．利用者は、次の各号の要件を満たす身元引受人を立てます（設定してください）。

ただし、利用者が身元引受人を立てることができない相当の理由のある場合を除

きます。 

  ①「行為能力者」（民法第 20 条第 1 項に定めるもの）であること。 

  ②弁済をする資力を有すること。 

 ｂ．身元引受人は、利用者が本重要事項説明書の通り、当施設（太郎）に対して負担

する一切の債務（支払うべき費用等）を、極度額（上限額）170 万円の範囲内

で、利用者と連帯して支払う責任を負います。 

 ｃ．身元引受人は、前項ｂの責任のほか、次の各号の責任を負います。 

  ①利用者が疾病や怪我等で医療機関に入院する場合、入院手続が円滑に進行するよ

うに協力すること。 

  ②利用が解除もしくは終了した場合の残置物の引き取りの処置、利用者が死亡した

場合の遺体の引き取りをすること。ただし、遺体の引き取りについて、身元引き

取り人と別に祭祀主宰者がいる場合、太郎は祭祀主宰者に引き取っていただくこ

ともできます。 

ｄ．「13．当施設ご利用の際にご留意いただく事項・守っていただく事項」の迷惑行

為にかかわる、当施設（太郎）、利用者や職員に対する、窃盗、暴行、暴言、誹謗

中傷、その他背信行為や反社会的行為を行った場合、当施設（太郎）は利用者お

よび身元引受人に対し、設定する期間内にその身元引受人に代わる新たな身元引

受人を立てることを求めることができます。相当な理由がある場合はこの限りで

はありません。 

 ｅ．身元引受人の請求があったときは、当施設（太郎）は身元引受人に対し、当施設

に対する利用料金の未払い、これに対する利息及び賠償すべき損害の有無、これ

らの残額および支払期限が迫っているもの・過ぎているものの額に関する情報を

提供します。 

以上 

太郎ご利用にあたって、別紙「同意書」に署名、ご捺印くださいますようお願いいた

します。 

本重要事項説明書は、利用者が「同意書」を当施設に提出したときから効力を有しま

す。但し、利用者の身元引受人に変更があった場合は、新たに同意を得ることとしま

す。利用者は､本書の改定が行なわれない限り､初回利用時の「同意書」提出をもって､

繰り返し当施設を利用することができるものとします｡ 

 


